
中小企業におけるＩＴ導入のポイント

電気通信機器� 電子計算機本体・同付属装置� ソフトウェア �
情報化投資比率�

25

20

15

10

5

0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0
2000 01 02 03 04 05 06 07（年）�

9.5％�

42.2％�

48.3％�

22.0％�情報化投資比率�

情報化投資総額19.8兆�情報化投資総額19.8兆�

（兆円）� （％）�

図１ 日本のＩＴ投資額の推移

（出所）総務省「ＩＣＴの経済分析に関する調査」（２００９年）
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図２ 資本金規模別にみた一社平均情報処理関係
諸経費の推移（２０００年＝１００）

（出所）経済産業省「情報処理実態調査結果報告書」（２００８年）を基にＦＦＧ作成

はじめに

インターネットの普及とともに、「ＩＴ（イン

フォメーション・テクノロジー）」と呼ばれる

情報技術は社会へ急速に浸透し、企業経営にお

いてＩＴはなくてはならない不可欠なツールと

なっています。このＩＴを活用して新しいビジ

ネスモデルを創り出し、経営を劇的に変革する

企業が現れる一方で、多くの中小企業において

は部分的な導入に留まり、必ずしも充分に活用

するまでには至っていないのが実状と言えます。

このレポートでは中小企業におけるＩＴ導入

の現状を踏まえ、ＩＴの利用環境の変化や活用

事例の紹介などから、ＩＴ導入のポイントにつ

いてまとめてみたいと思います。

１．ＩＴ（情報技術）の定義

従来のＩＴ（情報技術）とは、コンピュータな

どが持っている、情報の加工や編集、伝達に関

する技術のことを指していました。しかし、コ

ンピュータがネットワークと融合した現在では、

インターネットに代表されるネットワーク技術

や、その中を流れる情報の表現や処理方法に関

する技術も含めた広義の意味を持つようになっ

ています。

このような広い意味での「ＩＴ」は、ここ１０

年でこれまでの１００年分に相当するような急速

な進歩を遂げたと言われています。また、企業

経営においては、早く・最適なかたちで・効果
的に活用することによって、競合他社との差別
的な優位性を獲得する有力な手段になるため、

注目されてきています。このようなことなどか

ら、今日におけるＩＴとは「企業における競争

戦略を効果的に実現できるコンピュータや通信

等の活用技術」と定義することもできます。

２．中小企業におけるＩＴ導入の現状

次に、国内の企業数の殆ど（９９％以上）を占め

る中小企業における、ＩＴの導入状況や導入の

阻害要因などについてみてみます。

� ＩＴ投資の状況

国内全体の情報化投資は順調に増加し、ソフト

ウェアが４８．３％を占める

国内民間企業の設備投資額は２００３年以降順調

に増加し、２００７年は前年比６．０％増加して１９兆

８，０００億円となりました（図１）。設備投資総額

に占める情報化投資の割合は２２．０％で、近年の

水準はほぼ安定しています。

情報化投資の内訳をみると、ソフトウェアが

４８．３％、電子計算機本体ほか４２．２％、電気通信

機器９．５％と、ソフトウェアの割合が最も高く

なっています。

小規模企業のＩＴ投資額は２０００年比４割の水準

にまで低下

図２は企業一社あたりの情報処理関係の諸経

産業調査
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図４ 中小企業のＩＴ導入率

（出所）日本商工会議所「中小企業のＩＴ活用に関する実態報告書」（２００８年３月）

費を、資本金規模別に推移をみたものです（２０００

年＝１００）。

全体（合計）の動きをみると、２００５年までは１００

前後で動いていましたが、０６年に７７．９へと大き

く低下した後、０７年は８３．２へ回復しています。

資本金が１０億円を超える大企業は、時期に

よって多少上下していますが、おおよそ１００前

後の安定した水準で推移しています。０６年に１０

億円～１００億円の企業が６７．９にまで低下しまし

たが、０７年は１０３．５、１００億円超の企業は１０４．１

と２０００年の水準をやや上回っています。

一方、資本金１億円以下から１０億円までの規

模の企業をみると、１億円以下では０３年の１１８．９

をピークに低下に転じ、０７年は３８．９にまで落ち

込んでいます。資本金１億円～５億円、５億円

～１０億円の企業についても、それぞれ０４年、０５

年をピークに低下し、０７年には２０００年のほぼ４

割の水準となっています。

国内景気が回復期にあった０２年から０７年にか

けて、大企業のＩＴ投資額は安定した水準を

保って推移したのに対し、資本金１億円以下を

はじめとする１０億円以下の企業は４割に低下す

るという、企業規模による二極化が鮮明になっ

ています。

� ＩＴ導入の状況

ＩＴ未導入の最大の理由は費用対効果が明確で

ないこと

中小企業でＩＴ導入が進まない理由をみると

（図３）、全体では「費用対効果が見えない」が

約６０％で最も多く、「経済的な余裕がない」の

約３０％を大きく引き離しています。売上規模が

小さい企業ほど「経済的余裕がない」の割合は

多くなっていますが、それ以上に「費用対効果

がみえない」とする割合が多くなっています。

「パソコン」や「ブロードバンド」など利用の

基盤となるＩＴの導入率は高い

中小企業のＩＴ導入状況をみると（図４）、「パ

ソコン」（９４．５％）、「ブロードバンド」（８６．８％）、

「オフィス系ソフト」（９１．４％）、「メールソフ

ト」（８８．９％）、「セキュリティ」（８２．０％）など、

利用の基盤となるＩＴの導入率は８割から９割

を超えています。

しかし、「サーバ」や「グループウェア」、「販

売管理」ソフトや「顧客管理」ソフトなど、戦

略的に使いこなそうとするためのＩＴの導入率

は低位に留まっています。

特に従業員数２０人未満の企業でＩＴ導入が進ん

でいない

上記のとおり、業務用ソフトのうち「財務会

計」と「給与管理」ソフトの導入率は６６．３％、

５５．３％と５０％を上回っているものの、さらに従

業員数別に中小企業のＩＴ導入状況をみると

（表１）、従業員数２０人未満の企業では、４９．４％、

２７．５％と５０％を下回っています。また、ハード
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ウェア環境での「自社サーバ」、ネットワーク

環境での「社内ＬＡＮ」、アプリケーション環

境での「セキュリティ」についても、従業員数

が２０人未満の企業の導入率は、２０人以上の企業

と比較して一段低くなっています。

このように、中小企業の中で特に従業員数２０

人未満の企業では、利用の基盤となる導入に留

まり、戦略的ＩＴの導入が進んでいないことが

わかります。

中小企業においてＩＴ導入がなかなか進んで

いない現状のなかで、これからＩＴを導入し戦

略的に使うためには、どのように取組めば良い

のか、続いてＩＴ導入に関わる環境の変化につ

いてみていきます。

３．中小企業のＩＴ導入に関わる環境の変化

� 経営環境の変化

顧客ニーズの多様化

経営環境での最も大きな変化は顧客ニーズの

変化です。顧客ニーズの多様化が定着し、どの

ような事業分野においても単純に商品やサービ

スを提供するだけでなく、顧客一人ひとりの多

様な好みに応えることを求められるようになり

ました。この顧客の変化に応えるためには、顧

客のニーズを的確に捉えるとともに、求められ

る多様な商品やサービスを提供することができ

なければなりません。変化を的確に捉え対応策

を講ずるには、多様化したニーズをデータ化し

分析するＩＴの力が必要です。

インターネット直販と企業間電子商取引の拡大

インターネットの普及は既存の流通網を介さ

ない顧客との直接取引を可能にし、電子商店街

（モール）を始めとするインターネット直販市場

は、景気の動向に関係なく急速に拡大しています。

また、企業間の受発注や見積もりなどを電子

データの交換で成立させる電子商取引（ＥＤＩ）

は、専用線を用いる方式から、インターネット

を介する方式（Ｗｅｂ‐ＥＤＩ）を使うことによっ

て、大手だけでなく中小企業にまで取引は拡大

しています。

海外取引の活発化

大手企業などの海外への工場移転が続いた時

代を経て、現在では規模の大小に関わらず、様々

な業種において海外企業との取引が活発化して

います。インターネットの普及は経済のグロー

バル化を推し進め、中小企業においても海外取

引は身近なものへと変わりつつあります。

中小企業を取り巻く経営環境において、消費

者ニーズの多様化への対応、インターネットを

介する電子商取引の拡大、海外取引の活発化な

ど、製造業、非製造業を問わず、ＩＴとの関わ

りは必須となっており、経営課題解決のために

はＩＴ環境の整備が不可欠といえます。

� 情報技術の進化

ＩＴの新しいスタイル「クラウドコンピュー

ティング」

インターネットの普及とともに、高速なネッ

トワーク環境が広く行き渡り、コンピュータを

利用するシステムは新たなスタイルへ進化しよ

うとしています。今、ＩＴの新しい潮流として

注目されているのが「クラウドコンピューティ

ング」システムです（図５）。

産業調査

表１ 従業員数別ＩＴ導入率
２０人

未満
２０人～
４９人

５０人～
９９人

１００人～
以上

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア

環
境

パソコン ９１．８ ９５．６ ９６．７ ９７．３
サーバ〔自社に設置〕 ３０．１ ６０．２ ７５．０ ８６．８
サーバ〔ホスティング〕 ２８．７ ４２．８ ４６．０ ５４．１
オフィスコンピュータ １７．５ ３４．３ ３４．０ ４５．２

Ｎ
Ｗ

環
境

ブロードバンド環境 ８０．２ ９０．１ ９２．７ ９２．８
社内ＬＡＮ〔無線含〕 ５７．０ ８１．９ ８４．７ ９２．３

イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
環
境

ＨＰ開設〔会社紹介用〕 ５５．０ ７５．７ ８０．１ ８９．３
ＨＰ開設〔ｅコマース用〕 １８．２ １８．５ １８．９ １８．９
他社サイトへの出店 １０．７ １０．２ １２．６ １２．４
ＥＤＩ ７．６ １６．６ ２３．２ ３０．６

ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
環
境

オフィス系ソフト ８６．８ ９３．４ ９７．３ ９４．７
メールソフト ８５．０ ９０．４ ９３．３ ９２．２
セキュリティ ７４．８ ８２．９ ８９．０ ９０．９
グループウェア １６．７ ３１．９ ３８．５ ６１．５
財務会計 ４９．４ ７０．７ ８３．２ ８４．４
給与管理 ２７．５ ６９．６ ８１．１ ７９．９
販売管理 ３７．３ ５４．４ ５４．４ ６５．６
顧客管理 ３０．１ ３８．４ ４２．８ ４６．２
人事管理 ７．４ １７．８ ２３．５ ４２．９
生産管理 １０．２ １９．３ ２５．７ ３２．６
ＥＲＰ ５．１ １２．４ １４．０ １９．６
ＳＦＡ ２．７ ６．６ ５．５ １５．１
２５％～４９．９％ ５０％～７４．９％ ７５％～１００％

（出所）日本商工会議所「中小企業のＩＴ活用に関する実態報告書」（２００８年３月）
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現在、私たちが利用しているパソコン（ＰＣ）

は、多くの場合、それぞれがソフトウェアを持

ち、企業においては社内ＬＡＮなどのＩＴシス

テムに接続したり、個人では単独の状態などで

使用しています。そのパソコンの殆どは、ブロー

ドバンドなど高速回線でインターネットに接続

されています。

そこで、将来的なコンピュータシステムのか

たちとされているのが、端末と接続するイン

ターネットを雲とみなし、ネットワーク上に存

在するサーバが提供するサービスをあたかも雲

から降ってきたかのように使うという意味で、

クラウドコンピューティングと呼ばれるシステ

ムです。このシステムでは、端末にソフトウェ

アを持つ必要がなく、インターネットを介して

データセンタに接続することでソフトウェアを

使うことができます。このようなソフトウェア

の提供方法はＳａａＳ（Software as a Service「サー

ビスとしてのソフトウェア」）と呼ばれ、必要な

時に使う分だけの利用料を支払います。現在、
※

経済産業省が推進しているＪ－ＳａａＳの提供

が本年３月から始まっており、中小企業のＩＴ

化推進に寄与するものと期待されています。

しかし、反面、Ｊ－ＳａａＳを知らない企業も

多く、普及は今後の啓蒙活動次第とも言えます。

※Ｊ－ＳａａＳの詳細は http://www.j-saas.jp を参照

クラウドコンピューティングでは自前でシステ

ムを所有せず保守管理も不要

クラウドコンピューティングとこれまで

（ＰＣの時代）のコンピュータシステムの大きな

違いは、自前でシステムを持たないことです。

発生するデータもデータセンタに保存できるの

で、ハードディスクやサーバを整備する初期投

資が不要で、ソフトウェアやサーバなどのシス

テム保守管理からも解放されます。

クラウドコンピューティングの将来的な普及

を睨んで、日本を含め世界の主要なＩＴ関連企

業は既にデータセンタなどの整備を積極的に進

めており、コンピュータの利用環境は急速に新

たなかたちへ変わろうとしています。Ｊ－

ＳａａＳに代表されるクラウドコンピューティ

ングは、中小企業にとってＩＴ利用の大きな負

担となっている経済的、人的コスト問題の解決

手段となる可能性を、大いに秘めています。

４．ＩＴを積極的に経営に活用している事例

ここでは、事業にＩＴを上手に取り入れて経

営に活用している企業として、九州ＩＴ経営力

大賞（２００９）受賞企業２社と、Ｊ－ＳａａＳ利用

企業を取り上げ、その活用内容や効果について

紹介します。

図５ ＩＴの新たな潮流

（出所）経済産業省「経済産業省が推進する中小企業向けＳａａＳ事業（Ｊ－ＳａａＳ）について」
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【株式会社 鐘川製作所】
代表者 鐘川 喜久治 所在地 福岡県須恵町

ＵＲＬ www.kanegawa.co.jp ＴＥＬ ０９２‐９３２‐４６２９

資本金 ４，０００万円 設 立 １９６６年１０月

業 種 精密板金、建築金物 従業員 ４９名

【株式会社 トゥトゥモロウ】
代表者 坂田 知裕 所在地 福岡県福岡市

ＵＲＬ www.totomorrow.co.jp/ ＴＥＬ ０９２‐５２５‐１４１１

資本金 ２，７００万円 設 立 １９９３年１１月

業 種 宅配クリーニング 従業員 ２５名

■事業概要

・精密板金部門

ＩＴから車両・建築・環境・産業機械など多

岐にわたる分野の多品種少量の金属加工

・建築金物部門

建築工事における建築金物・建具や、モニュ

メント・オブジェ等の、設計から製作・施工

管理

■事業課題

・経営環境の変化に対応するため受注先を多様

化した結果、会社の利益構造がわかりづらく

なり、事業や取引先ごとの原価率や利益率を

把握する必要性が生じた

■ＩＴ活用内容

・生産管理のため工場内にＬＡＮを構築し、各

製造工程に配置したノートＰＣで生産進捗を

入力

・原価管理のため売上と生産管理データを連携

・イントラネットを構築し営業情報や総務業務

の作業管理を一元化

■ＩＴ活用効果

・取引先や受注事業ごとの原価明細がリアルタ

イムで把握できるようになり、戦略的営業を

実現

・作業ごとの利益寄与度を業績考課に反映した

ところ、社員のモチベーションが向上

■事業概要

・フランチャイズ主体のクリーニング宅配事業

（宅配ピザのクリーニング版）

・フランチャイジーやパートナーを集い、当社

が本部として窓口となり、受け付けた内容を

各フランチャイジーやパートナーに迅速に伝

えるためのシステムを提供

■事業課題

・ミスがなく迅速かつ効率的な指示・伝達の実

行

・顧客の都合の良い時間帯での予約受付の実現

・売上・利益など全活動の経過状況を、リアル

タイムで把握

・サービス品質維持、迅速なクレーム対応、機

会損失の防止

■ＩＴ活用内容

・お客様窓口を本部に一本化し、インターネッ

トを通じた集配予約や実際の集配状況を管理

できるＩＴシステムを自ら開発

■ＩＴ活用効果

・間接的な業務にとられる時間を削減

・顧客の要望に関してヒアリングや提案を行う

時間的余裕を確保

・システムを活用し集配状況を本部も把握でき、

案件への対応時間が短縮されたため顧客満足

度が向上

産業調査
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【株式会社 ヴィンテージ・プロダクションズ

＆コンサルティング】
代表者 郷田 和正 所在地 福岡県北九州市

ＵＲＬ www.vintage.ne.jp/ ＴＥＬ ０９３‐５１３‐７２５５

資本金 ８８０万円 設 立 ２００５年５月

業 種 コンサルティング 従業員 ６名

■事業概要

・ＷＥＢサイトの企画・コンサルティングおよ

び運営など

・成年後見業務など法律福祉システム開発・販売

・ネットワーク、ＩＴインフラ等のシステム構築

■事業課題

・総務業務や社内スケジュール管理に関わるコ

スト削減や圧縮

■ＩＴ活用内容

・出張旅費など経費管理業務のためのソフト

ウェアを、経済産業省が推進するＪ－ＳａａＳ

が提供するサービスで利用

■ＩＴ活用効果

・初期導入の費用を削減でき、毎月の支出額は

５，０００円／月（５ライセンス）

・ソフトインストール等の作業が不要

・バージョンアップ等の費用負担が発生しない

・ソフトの運用管理のための人員が不要

・経費管理業務のために発生していた雑作業が

減少し、システム開発など本来業務に全員が

注力

紹介した３社の業種や企業規模などはそれぞ

れ異なっており、ＩＴ導入の方法についても、

「鐘川製作所」ではシステムベンダーを通じて、

「トゥトゥモロウ」では代表者自らシステムを

開発、「ヴィンテージ・プロダクションズ＆コ

ンサルティング」ではＪ－ＳａａＳのホームペー

ジを介して導入するなど様々です

しかし、３つの事例に共通しているのは、そ

れぞれの経営課題に対し明確な目的をもって

ＩＴ導入に取り組み、成果を挙げている点だと

いえます。特に、「鐘川製作所」と「トゥトゥモ

ロウ」の取り組みは、ＩＴの導入によって他社

には真似の出来ない独自戦略を実現しています。

「ヴィンテージ・プロダクションズ＆コンサル

ティング」の事例では、先に紹介したＳａａＳに

よるサービスを利用して、中小企業ならではの

事業課題に対応された取り組みを紹介しました。

おわりに

中小企業を取り巻く厳しい状況を打開するに

は、新たな市場を開拓し、今までにないサービ

スを提供していくことも一つの手段です。そう

した取り組みに際して、力になるのがＩＴの活

用ではないでしょうか。まずは、自社の経営課

題を明確にすることが必要ですが、ＩＴの導入

により解決の可能性があるのか、検討してみる

価値は大いにあると思います。

ＩＴの進化のスピードには目を見張るものが

あり、様々なサービスが低コストで利用できる

環境が整ってきています。しかし、中小企業に

おいてはＩＴ化を推進する専門スタッフがいな

いために、ＩＴの導入が進まない現状もありま

す。中小企業のＩＴ導入をサポートする専門家

派遣制度として、中小企業基盤整備機構の「戦

略的ＣＩＯ育成支援事業」をはじめ、国（経済

産業省）や県、商工会議所などの様々な助成制

度があり、これらを活用するのも経営課題の解

決に役立つと思われます。

ＦＦＧビジネスコンサルティングにおきまし

ても、ＩＴコーディネータや中小企業診断士を

派遣し、お取引先のＩＴ化支援をお手伝いして

います。

（島浦 誠）

【お問合せ先】
�ＦＦＧビジネスコンサルティング
ＩＴ化支援 担当 吉田
ＴＥＬ０９２‐７２３‐２２４４ ＦＡＸ０９２‐７１３‐６４８６

13FFG調査月報 2009年9月


